
将来世代に向けたみどりの⾷料システム戦略の理解浸透
○ 消費者の理解促進と⾏動変容に向けて、将来の消費市場の中核を担っていく世代に対し、各地⽅農政局等の若⼿や⽀局の職員

が中⼼となり、創意⼯夫によりみどりの⾷料システム戦略の理解浸透を推進。

札幌⽀局による出前授業を受講した岩⾒沢
農業⾼校⽣が、地域の中学⽣に向けたみどり
戦略の出前授業を⾃発的に実施

「にいがたオーガニックフェスタ」において、ブー
ス出展・パネル展⽰によりみどり戦略をPR

岩⼿県内の有機農業に取り組む農業者と⾷品
関連事業者との意⾒交換を企画。今後、消費
者を含めた意⾒交換の実施を計画

⽣協の宅配事業でオーガニック⾷品を購⼊
した若い世代2100名に対し、イラストを凝ら
したみどり戦略の周知⽤パンフレットを配布

⼤阪府内の商業施設のサマーフェスタにお
いて、「⾒える化」に取り組むスーパーの⻘
果朝市でみどり戦略をPR

若者の理解を深めてもらうため、琉球⼤学農学
部の学⽣に対しみどり戦略の特別講義を実施

フードストアソリューションズフェアにおいてみどり戦略
コーナーを設置し、管内のみどり戦略の取組等を紹介

持続可能な⾷を⽀える⾷育の推進に関連
する取組と「みどりの⾷料システム戦略」を⼀
体化した⼩中学⽣への出前授業を実施

夏休み⼦どもイベントにおいて、地球にやさしい農業パ
ネルを展⽰。農政局独⾃の⼩冊⼦を作成し会場配布

東北北海道北海道

北陸

近畿

関東

⼭形県の農業⼥⼦と意⾒交換を実施し、
「⾒える化」の訴求やみどり戦略の消費
者等へのPRの協⼒を依頼

北陸

近畿

沖縄

東北

若⼿職員による情報発信チームがZ世代等
をターゲットとして、⾷品ロス削減をテーマとし
た動画をBUZZ MAFFで配信開始

関東

東海管内で有機農産物や環境にやさしい農産
物を扱っているお店の情報をマップ化し、東海農
政局HPで公開するとともに、イベント等でPR

東海学園⼤学との合同イベントを開催し、
学⽣作成のエシカル消費推進資材を若
⼿職員と体験するワークショップを実施

東海 東海

沖縄管内の農林⾼校の⽣産物即売会において、ブース出
展・パネル展⽰を実施し、若⼿職員がみどり戦略をPR

沖縄

宮崎県内JA⻘年部と消費者双互の理解醸成を図り、みどり戦略
を推進するため、第１回意⾒交換会を開催

九州

若⼿職員で構成する『九州農政局チャレンジチーム』を設置し、
若者世代に向けた有機農産物等への関⼼を⾼める情報をイ
ンスタグラムにより発信

九州

⽣物多様性を学ぶための養蜂体験イベントを実
施。若⼿職員が「環境に配慮した農業等の取
組」を分かりやすく説明

中国四国

有機農業推進PRプロジェクトでは、県、JAと連携して
「おかやま有機農業フェア」を開催。「⾒える化」シール
を貼った野菜の販売でみどり戦略をPR

中国四国
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実施に向けて調整を進めているプロジェクト例

⽇ASEANみどり協⼒プラン
○ 「みどりの⾷料システム戦略」を踏まえ、ASEAN地域における強靭で持続可能な農業・⾷料システムの構築に向けて我が国から提

案した「⽇ASEANみどり協⼒プラン」が、2023年10⽉の⽇ASEAN農林⼤⾂会合（＠マレーシア）において全会⼀致で採択。
〇 ASEAN各国のニーズに応じ、協⼒プロジェクトの推進に向けた協議、具体化を実⾏中。

・気候が⾼温多湿で病⾍害のリスクが⾼く、⽔⽥農業
を中⼼とし、⼩規模農家が多くを占めるなど、⽇本
とASEAN地域は農業⽣産環境の共通点が多い。

・「みどりの⾷料システム戦略」を通じて我が国が
培ってきた技術・イノベーションの
活⽤により、 ASEAN地域の⽣産⼒
向上と持続性の両⽴、ひいては⾷料
安全保障に貢献。

・⽇ASEANみどり協⼒プランの実施により、農業・⾷
料システム分野における⽇本とASEAN各国との協⼒強
化に加え、⽇本の技術の国際的普及、⺠間企業の海外
展開の促進を⽬指す。

対象国プロジェクトの内容
タイトラクター、⽥植機等の⾃動操舵技術によ

る⽣産性向上と労働時間の削減

タイ、
フィリピン

衛星データを活⽤した農地⾃動区画化、⼟
壌診断技術による肥料の削減

ベトナム、
フィリピン

気候変動緩和促進のための⼆国間クレジッ
ト制度（JCM）プロジェクト

カンボジア、
ラオス

ICTを活⽤した⽔⽥の⽔管理の⾼度化による
気候変動影響緩和

〇 12⽉17⽇の⽇本ASEAN友好協⼒50周年特別⾸脳会議（＠東京）において、「⽇ASEANみどり協⼒プラン」が共同ス
テートメントに位置づけ。

2023年10⽉4⽇
⽇ASEAN農林⼤⾂会合において採択
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機密性○情報 （保存期間：１年未満 １ ３ ５ 10 30
年）

○○限り

農林⽔産省⼤⾂官房みどりの⾷料システム戦略グループ
代表：03-3502-8111（内線3292）
ダイヤルイン：03-3502-8056
ＨＰ：https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/index.html

お問い合わせ先

みどりの⾷料システム戦略
説明動画ページ

みどりの⾷料システム戦略
トップページ

みどりの⾷料システム法
トップページ


